＜被保険者が暫定でサービスを利用する場合の流れ[フロー図]＞
結果


（要介護度確定後、高齢者保険課から結果を支援事業者に知らせる。）





要介護と想定＝要介護となった場合


居宅介護支援事業者は速やかに確定プランを作成し、利用者及びサービス担当者に交付する。


通常どおり居宅介護支援費の請求を行うことができる。





要介護と想定≠要支援となった場合


居宅介護支援事業者は速やかに地域包括支援センターと連携を図り、引き継ぎを行う。


地域包括支援センターの職員が、給付管理票と実績報告を作成し、高齢者保険課に提出する。（毎月７日まで）





要支援と想定＝要支援となった場合


地域包括支援センターの職員は速やかに確定プランを作成し、利用者及びサービス担当者に交付する。


通常どおり介護予防支援費の請求を行うことができる。





要支援と想定≠要介護となった場合


地域包括支援センターの職員は速やかに居宅介護支援事業者と連携を図り、引き継ぎを行う。


地域包括支援センターの職員が、給付管理票と実績報告を作成し、高齢者保険課に提出する。（毎月７日まで）





被保険者





介護度が確定する前にサービスを利用したいとの訴えあり





要支援の可能性が高いと思われる場合及び


どちらか判断が難しい場合





要介護の可能性が高いと思われる場合








サービス利用日前に、居宅介護支援事業者が、『居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書』と『介護サービス計画自己作成届出書』を高齢者保険課に提出し、暫定ケアプランを作成する。





サービス利用日前に、地域包括支援センターの職員が、『介護予防サービス計画作成依頼（変更）届出書』と『介護サービス計画自己作成届出書』を高齢者保険課に提出し、暫定ケアプランを作成する。





暫定でサービスを利用








